
 

物価高騰から市民と事業者を守ります！ 

 

市では、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高騰の影響を受けて

いる市民や事業者を守るため、物価高騰対策事業を実施します。 

 

事業総額：１億５，９６３万円 

 

・水道の基本料金を６か月間半額に減免します！           １億１００万円 

市民・事業者の負担軽減策として水道基本料金を６か月間半額にします。 

問合せ：上下水道総務課 ０４８－４７３－１２９９（代） 

 

・令和７年度も小・中学校給食費の負担軽減を継続します！      ５，８６３万円 

長引く物価高騰に対する子育て世帯の負担を軽減するため、学校給食にかかる２つの支援

策を実施します。 

① 令和７年度の給食費の値上げ分を助成します。（４，８９２万円） 

② 多子世帯における第３子以降の給食費を無償化します。（９７１万円） 

問合せ：学校教育課 ０４８－４５６－５３６６ 

 

 

 ※表示単位未満を四捨五入しています。 
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